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Ⅱ-113 作業エリア周辺の線量調査
作業エリア周辺および周辺に設置されているカメラ
の汚染状況を確認する。

１回 －

Ⅱ-112
３号機燃料取り出し用カバー電源コンテナ周辺線
量

３号機燃料取り出し用カバー電源コンテナ周辺線量
測定

１回 －

Ⅱ-111 １Ｆ－３ ＳＦＰ内保管機器線量測定（2026）
３号機ＳＦＰ内に保管している機器の線量測定を実
施する。

１回 －

Ⅱ-110
滞留水処理設備Ｇに関する設備の保守工事監理及
び直営作業(2026年度)【その他】

サイトバンカ建屋　１階現状確認 １回 －

Ⅱ-109
多核種除去設備Ｇに関する設備の保守工事監理及
び直営作業（2026年度）【その他】

ＡＬＰＳ装備交換所　屋外かぼちゃタンクの内包水
サンプリング

１回 － 完了

Ⅱ-108
１号燃料取り出し付帯設備設置工事作業環境改善
に向けた放射線測定

当該エリアの作業負荷軽減、効率化を目的にＧゾー
ン化を検討している。そのための事前測定を行う。

１回 － 完了

Ⅱ-107 １Ｆ－３　ＳＦＰ内保管機器線量測定
３号機ＳＦＰ内に保管している機器の線量測定を実
施する。

１回 － 完了

Ⅱ-106 荷役用パレットの測定
福島第一構内への資機材搬入に使用した荷役用パ
レットを返却するための測定

１回 － 完了

Ⅱ-105
福島第一原子力発電所構内全域にわたる通信設備
設営・保守業務

作業環境モニタリング １回 － 完了

Ⅱ-104 １Ｆ燃料取り出し関連業務（2026年度）
１号機大型カバー換気設備のうち、高性能粒子フィ
ルタ放射線量の警報設定値を決定する為、設置エリ
アのバックグラウンド計測を行う。

１回 － 完了

Ⅱ-103
ロボットアームによる２号機原子炉格納容器内ア
クセスルート構築作業に伴う放射線測定結果

２号機原子炉格納容器内部調査に伴うアクセスルー
ト構築作業等において、原子炉格納容器内のダスト
が上昇することが想定されているため、原子炉格納
容器内の気体を抽気しているガス管理設備のフィル
タ上流にてダスト濃度の測定を行う。また、ガス管
理設備の鋼管の表面線量測定も行う。

１回 －

Ⅱ-102 １Ｆ－5,6号機バス待合所内片付け業務委託
１Ｆ－5,6号機バス待合所内片付け業務を委託する
ため

１回 － 完了

Ⅱ-101
３号機ＰＣＶ水位低下作業に伴うダスト濃度測定
記録

３号機ＰＣＶ水位低下作業に伴い、３号機建屋内ダ
ストへの影響を監視するため、３号機ＰＣＶガス管
理設備ＨＥＰＡフィルタ上流側仮設連続ダストモニ
タによる空気中放射性物質濃度を連続測定する。

４回（予定） －

Ⅱ-100 １～４号機地中線量測定結果
１～４号機周辺の地中線量を測定し、汚染マップ作
成のデータを収集する。

１回 －

Ⅱ-8 ＢＧ金属置き場測定記録
ＢＧ金属置き場における空間線量当量率、空気中放
射性物質能度を測定する。

その都度 －

Ⅱ-7
分析機器類の廃炉現場環境における性能実証に関
する研究

原子力機構が開発している放射線検出器を用いて原
子炉建屋等の放射能度調査を行う

その都度 －

Ⅱ-6 作業環境・物品測定
構内外における作業環境・物品の線量当量率，表面
汚染密度，空気中放射性物質濃度の測定記録

その都度 －

Ⅱ-5 ウォーターサーバー放射線管理記録 ウォーターサーバーの汚染密度把握のため その都度 －
2025年度

【Ⅱ-5】より継続

Ⅱ-4 １Ｆ敷地内除染にかかる線量測定記録
30ｍ間隔のグリッドに基づいて各地点の地表面から
1m高さの線量当量率、地表面のコリメ－タ－ありの
線量当量率の測定記録

３回 －
2025年度

【Ⅱ-4】より継続

2026年度
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2026年度

Ⅱ-3 建屋内及び建屋周辺、構内測定記録
建屋内及び建屋周辺、構内全般の環境線量当量率、
表面汚染密度、空気中放射性物質濃度の測定記録

その都度 －
2025年度

【Ⅱ-3】より継続

Ⅱ-2 所外運搬に伴うサーベイ
所外運搬に伴う表面線量当量率、表面汚染密度の測
定記録

その都度 －
2025年度

【Ⅱ-2】より継続

Ⅱ-1
管理区域及び管理対象区域の区域区分管理に係る
測定記録

管理区域又は管理対象区域における区域区分管理に
伴う、線量当量率、表面汚染密度、空気中放射性物
質濃度等の測定記録

その都度 －
2025年度

【Ⅱ-1】より継続


